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        日本作業環境測定協会の概要 

 

                      令和元年８月２３日           

                     （公社）日本作業環境測定協会 

 

協会の設立と目的 

○日本作業環境測定協会は、作業環境測定法（以下「法」という。）第36条の

規定に基づく法人として、作業環境測定士の品位の保持並びに作業環境測定士

及び作業環境測定機関の業務の進歩改善を通じて全国の事業場における作業環

境の改善を促進し、もって勤労者の福祉の向上と労働災害の防止を図るため、

会員の指導及び連絡に関する事務その他作業環境の改善の促進に資する事務を

行うことを目的とする法人である。 

労働大臣（当時）の許可を受けて昭和 54（1979）年に設立された。令和元年

12 月で満 4０周年を迎える。 

 

○国の公益法人改革を受けて公益社団法人への移行について内閣総理大臣に申

請し、平成２５年４月１日付で内閣府公益認定等委員会の認定を受け、「公益法

人法」に規定する公益社団法人に移行した。 

 これに伴い法人としての監督権が、これまでの厚生労働大臣から内閣総理大

臣に移った。（業務については、従来通り厚生労働大臣の監督を受ける。） 

○「公益法人法」に規定する当協会の公益目的事業の種別は「勤労者の福祉の

向上」及び「労働災害の防止」であり、当法人の全事業が公益目的事業（不特

定多数の国民の利益となる活動を行う）との位置付けとなっている。 

 

所在地 

○本部 

  港区芝４－４－５ 三田労働基準協会ビル（Ｂ１F、２F、３F、６F） 

○精度管理センター 

  墨田区両国４－３８－３ 第 8 高畠ビル（4F） 

  

 

会員(社員) 

○会員数は令和元年年６月１２日現在で８２３であり，内訳は、以下の通り。 

 正会員 756 (93%) 

・自社測定事業場３７社(正会員の 4.9%)         

・作業環境測定機関４４４社 (同 58.7%) 
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・作業環境測定士２７５名(同 36.4%) 

賛助会員 67  (7%) 

・法人３７社 

・個人３０名 

 

 

アスベストに関する事業について 

○石綿分析技術評価事業 

 作業環境測定機関、分析機関等において、石綿の分析を担当している技術者

等を対象に、石綿分析技術の精度向上等を目的として平成18年度より実施して

いる。 

「建材など固体中の石綿」の定性・定量分析に関するもの(カテゴリー1) と 

「空気中に浮遊する石綿」の計数分析に関するもの(カテゴリー2) の二つのカ

テゴリー別に実施しており、前者については、JIS-A1481規格群の第1部～第3

部に応じて評価区分１～３の3区分に分けて実施している。 

 

○その他 

・平成 17 年度から 21 年度まで厚労省委託事業として全国の分析機関等を対

象に「石綿分析技術の講義講習及び実技講習」を実施した。 

・平成 23 年東日本大震災後の石綿環境調査を環境省から請負った。 

・ほか、石綿関係の委託事業をいくつか受託してきた。 

 ・平成 27 年度から建材中の石綿の分析法に係る JISA1481 の原案作成団体を 

務めている。 

・石綿のエックス線回折分析及び顕微鏡による計数分析のための標準試料等 

の調製・頒布 

 

 

 

 

 

  



一般環境、解体現場等のアスベストの測定・分析法の実施状況 

にいてのアンケート調査結果 

 

 

（公社）日本作業環境測定協会では、アンケート調査対象数４３２社のうち、当協会と一般

社団法人日本環境測定分析協会の両方に加盟している会員２４７社を除く、１８５社に対

してアンケート調査を実施した。 

回答のあった１２４社（回答率６７．０％）の集計結果を以下に示した。 

 

1． 顕微鏡の保有の有無状況 

回答のあった１２４件の分析機関が保有している顕微鏡の種類を表 1 に示した。 

 

表１ 顕微鏡の種類の保有状況（重複回答可） 

顕微鏡の種類 保有している分析機関数 保有率（％） 

位相差顕微鏡 １１４ ９１．９ 

位相差／偏光顕微鏡 ３７ ２９．８ 

位相差／蛍光顕微鏡 ０ ０ 

分析走査電子顕微鏡 ２３ １８.５ 

分析透過電子顕微鏡 ５ ４．０ 

 

 

2． 業務の実施状況 

回答のあった１２４件の分析機関における「アスベストモニタリングマニュアル（第

4.1 版：平成 29 年 7 月）環境省水・大気環境局大気環境課」による一般環境、解体現場

等のアスベスト測定・分析業務の実施状況を表２に示した。 

 

 表２ 一般環境、解体現場等のアスベストの測定・分析法業務の実施状況 

業務の実施状況 分析機関数 実施率（％） 

サンプリング業務のみ実施 １８ １４.５ 

分析業務のみ実施 ３ ２.４ 

サンプリングと分析業務の両方を実施 ６２ ５０．０ 

サンプリングも分析業務も実施していない ４１ ３３．１ 
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３．分析業務を実施している分析機関の顕微鏡の保有状況と分析が可能な分析方法 

  表２より分析業務を実施していると回答のあった６５社の顕微鏡の種類と保有状況を

表３に示した。また、実施可能な分析方法を表４に示した。 

 

表３ 顕微鏡の種類の保有状況（重複回答可） 

顕微鏡の種類 保有している分析機関数 保有率（％） 

位相差顕微鏡 ６１ ９３．８ 

位相差／偏光顕微鏡 ３１ ４７．７ 

位相差／蛍光顕微鏡 ０ ０ 

分析走査電子顕微鏡 １０ １５.４ 

分析透過電子顕微鏡 １ １．５ 

 

 

表４．分析業務を実施している分析機関の分析方法（重複回答可） 

分析方法 分析機関数 保有率（％） 

位相差顕微鏡による総繊維数濃度の分析 ６２ ９５.４ 

位相差／偏光顕微鏡によるアスベスト濃度の分析 ２１ ３２．３ 

位相差／蛍光顕微鏡によるアスベスト濃度の分析 ０ ０ 

分析走査電子顕微鏡によるアスベスト濃度の分析 ７ １０．８ 

分析透過電子顕微鏡によるアスベスト濃度の分析 １ １．５ 

繊維状粒子自動計測器による分析を実施している １ １．５ 

 

 

４．分析結果が判明するまでに要する時間 

ろ紙の枚数を６枚とした時に分析結果（速報値）が出るまでに要する日数を表５に示し 

た。なお、サンプリングが終了した日に分析結果（速報値）が得られた場合は０日とし、

通常の日数と急ぎの日数と２通りを記載してもらった。 

  表５では回答のあった分析機関の中で最大日数と最小日数の記載があった日数を示す

とともに、回答のあった分析機関の平均分析日数も合わせて記載した。 
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表５ 分析結果が出るまでに要する時間 

繊維の種類 分析方法 通常（日） 急ぎ（日） 

総繊維数 

濃度 

位相差顕微鏡による分析 最大日数 ３０ 最大日数 ２０ 

最小日数 ０ 最小日数 ０ 

平均日数 ６．３ 平均日数 ２．２ 

 

アスベスト

濃度 

位相差／偏光顕微鏡による

分析 

最大日数 １０ 最大日数 ５ 

最小日数 １ 最小日数 ０ 

平均日数 ５．０ 平均日数 １．３ 

電子顕微鏡による分析 最大日数 ２１ 最大日数 １２ 

最小日数 ４ 最小日数 １ 

平均日数 １１．１ 平均日数 ４．４ 

 

 

５．大気中のアスベストサンプリングの出張可能地域 

 一般環境、解体現場等の大気中のアスベストのサンプリングを実施する場合の出張可能

地域について表６に示した。 

 表 7 は「分析機関の所在地に隣接する都道府県のみ対応可能」と回答のあった３０社に

ついて具体的な出張可能な都道府県名を一覧表に示した。 

 さらに「全国どこでも出張対応可能」と回答のあった２０社の分析機関の所在地の内訳は、 

北海道、宮城県、茨城県、東京都、神奈川県、石川県、岐阜県、三重県、大阪府、広島県、

愛媛県で各１社、千葉県、愛知県、福岡県で各２社、兵庫県は３社であった。 

 

 

表６ 大気中のアスベスサンプリングを実施する場合の出張可能地域（ｎ＝８０） 

出張可能地域 分析機関数 割合（％） 

分析機関の所在地の都道府県のみ対応 ２８ ３５．４ 

分析機関の所在地に隣接する都道府県まで対応 ３０ ３８．０ 

全国どこでも対応可能 ２０ ２５．３ 

無記入 1 １．３ 
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表７ 分析機関の所在地に隣接する出張可能な都道府県の一覧 

 

 

分析機関 

の所在地 
出張可能な都道府県 

1 岩手県 岩手県、青森県、秋田県、宮城県 

2 宮城県 宮城県、山形県、福島県、岩手県 

3 茨城県 関東全域、東北 

4 栃木県 群馬県、茨城県、埼玉県、東京都、福島県 

5 埼玉県 埼玉県、千葉県、神奈川県、東京都、群馬県 

6 千葉県 千葉県、東京都、茨城県、埼玉県 

7 富山県 石川県、新潟県、岐阜県 

8 石川県 中部、関東、関西 

9 福井県 石川県、富山県、岐阜県、愛知県、京都府、滋賀県 

10 長野県 山梨県、静岡県、岐阜県 

11 岐阜県 愛知県、岐阜県 

12 岐阜県 岐阜県、愛知県（西部） 

13 愛知県 岐阜県、三重県 

14 愛知県 愛知県、岐阜県、三重県 

15 愛知県 愛知県、岐阜県、三重県 

16 京都府 京都府、大阪府、兵庫県、滋賀県 

17 大阪府 大阪府、和歌山県、京都府、奈良県、兵庫県 

18 大阪府 大阪府、京都府、奈良県、和歌山県、兵庫県、滋賀県 

19 兵庫県 
滋賀県、奈良県、和歌山県、京都府、大阪府、鳥取県、岡山県、徳島県、香

川県 

20 奈良県 奈良県、大阪府、三重県、京都府、和歌山県 

21 島根県 西日本 

22 広島県 岡山県、鳥取県、島根県、山口県、香川県、愛媛県、徳島県、高知県 

23 山口県 広島県、島根県、福岡県、大分県、佐賀県、熊本県 

24 香川県 徳島県、愛媛県、高知県、岡山県、兵庫県 

25 愛媛県 愛媛県、香川県、徳島県、広島県、山口県 

26 福岡県 記入無し 

27 福岡県 佐賀県、山口県、大分県 

28 福岡県 九州内、山口県 

29 福岡県 九州全域 

30 佐賀県 福岡県 
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６．サンプリング現場またはその近傍での即日分析について 

 表８にサンプリング現場または近傍での即日分析の対応状況について示した。 

即日対応可能と回答のあった２２社の分析機関の所在地は、茨城県、栃木県、千葉県、東

京都、富山県、福井県、長野県、岐阜県、愛知県、大阪府、広島県、山口県、徳島県、愛媛

県で各 1 社、北海道、石川県、兵庫県、福岡県で各２社であった。 

 

表８ サンプリング現場または近傍での即日分析（ｎ＝６５社） 

サンプリング現場または近傍

での即日分析 

分析機関数 割合（％） 

対応可能である ２２ ３３．８ 

対応できない ３８ ５８．５ 

無記入 ５ ７．７ 
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